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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of specialreasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 have Grade A or B or C or D in manu‑

facture of product or Sales of products

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Kanto‑Koshinetsu Region,

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify,

 Time‑limit for tender : 18 : 00 17 No‑

vember

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Accounting Division, National

Institute of Occupational Safety and Heal‑

th, Japan Kiyose district 146 Umezono
Kiyose‑shi Tokyo‑to 2040024 Japan, TEL
0424914512

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年９月 28 日
独立行政法人都市再生機構西日本支社

理事・支社長 田中 伸和
◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 大和川左岸（三宝）
地区仮住まい住宅調達業務
 調達案件の仕様等 入札説明書による。

 契約期間 契約締結日の翌日から令和４年
５月31日まで
 納品場所 大阪府堺市堺区南島町６丁地内
 入札方法 入札書に記載する金額は、総額
を記載すること。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の100分の10に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額とする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95
号）第331条及び第332条の規定に該当する者
でないこと。
 令和３・４年度独立行政法人都市再生機構
西日本支社物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において「物品購入」の資格を有す
ると認定された者であること。
 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申立てがなされている者
（一般競争参加資格の再認定を受けた者は除
く）でないこと。
 当機構西日本支社から指名停止の通知を受
けている期間中でないこと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者もしくはこれに準ずる者でないこと。
 本件調達と同種類似業務の実績があること
を証明した者であること。
 建築士法（昭和52年法律第202号）第23条
に基づく一級建築士事務所登録があり、実施
設計を行える者であること。
 本件調達に関し、迅速なアフターサービス
の体制が整備されていることを証明した者で
あること。

３ 入札手続き等
 入札説明書の交付期間・方法
交付期間 令和３年９月28日（火）から令和
３年11月30日（火）まで
交付方法 当機構西日本支社ホームページか
らダウンロードすること。

 申請書及び資料の提出期限、場所及び方法
提出方法 あらかじめ日時を連絡の上、内容
を説明出来る者が持参するものとし、郵送
または電送は受け付けない。なお、提出物
について説明を求められたときは、これに
応じなければならない。
提出期限 令和３年９月28日（火）から令和
３年10月11日（月）まで（土曜日、日曜日
及び祝日を除く、午前10時から午後５時ま
で）
提出場所 〒5900906 大阪府堺市堺区三宝
町４丁274番２ 独立行政法人都市再生機
構西日本支社 都市再生業務部 堺都市再
生事務所 企画補償課 電話072282
7722

 入札書の提出期限、場所および方法
提出期限 令和３年11月30日（火）午後５時
提出場所 〒5368550 大阪府大阪市城東区
森ノ宮１丁目６番85号 独立行政法人都市
再生機構西日本支社 総務部契約課 電話
0669699025
提出方法 持参又は同日同時刻必着での書留
郵便による郵送とする。電送によるものは
受け付けない。

 開札の日時及び場所 令和３年12月１日
（水）午後２時 独立行政法人都市再生機構
西日本支社 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、事前に競争参加資格の
確認に必要な証明書等書類を当機構の定める
期限までに提出しなければならない。当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。なお、入札者の作成し
た書類は、当機構において審査するものとし、
採用し得ると判断した入札書のみを落札対象
とする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 独立行政法人都市再生
機構会計規程第52条の規定に基づいて作成さ
れた予定価格の制限の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in Charge of disbursement of the

procuring entity : NOBUKAZU TANAKA,

Director General of West Japan Branch

Office Incorporative Administrative

Agency／Urban Renaissance Agency
 Classification Number of the Products to

be procured : 26

 Procurement Tender : Procurement of

temporary housing in the left bank of the

Yamato River(Sanbo)

 Period : From the day after the contract

date until 31th May, 2022

 Place : 6 in the ground, Minamijima‑cho,

Sakai‑ku, Sakai City

 Requirement :

 The Applicant is required NOT to fall

under the Accounting Regulation of

Urban Renaissance Agency, of which

Article 331 nor 332.

 The Applicant is required to be quali‑

fied as a Supplier through the Examina‑

tion of Qualifications in 2021 and 2022 for

Participation in the Procurement Tender‑

ing West Japan.

 The Applicant is required NOT a per‑

son who has filed a petition to start reha‑

bilitation proceedings based on the Cor‑

porate Rehabilitation Law, the Civil Re‑

habilitation Law (excluding those who

have been recertified for general compe‑

tition participation qualification).

 The Applicant should have certificate

its experience in servicing contract simi‑

lar in scope as office construction.
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